
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [173,055円]
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人口1人当たり地方債現在高 [729,350円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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豊岡市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【概括】
　　平成１７年度決算は、合併後初めての決算となった。前年度が３月末で打切決算となったことにより、未収金・未払金が含まれており歳入・歳出とも膨らんでい
　る状況にある。主要な歳入である市税の大幅な伸びが期待できない中、地方交付税の制度改正をはじめとした三位一体改革の影響もあり、今後も厳しい財政
　状況が見込まれる。そんな中にあって、合併後の新しいまちづくりの関連経費など新たな財政需要の増大が見込まれるため、施策の緊急度・優先度を見極め、
　財源の重点的・計画的配分に徹するなど、中長期的な視点の下、節度ある財政運営が求められている。

★財政力指数
　 人口の減少（Ｈ12国調92,752人⇒Ｈ17国調89,208人　3.8％減）や高齢化率の上昇（Ｈ12国調23.4％⇒Ｈ17国調25.9％　2.5％増）に加え、市税の伸び悩みなどにより財政基
盤が弱く、類似団体平均を下回っている。今後は、平成18年12月に策定した行革大綱に基づき、民間活力の導入や組織の見直し（整理統合）といった取組みを通じて行政の
効率化に努めることにより、財政の健全化を図る。
★経常収支比率
 　 類似団体平均を3.6ポイント下回っているものの、個別に見れば、補助費と公債費で類団平均を上回っている。今後も、市税や使用料など経常的収入の安定確保と、事務
的経費など経常的支出の一層の削減、さらには市債発行抑制や高利率債の繰上償還による元利償還金の軽減などに取組むことにより、財政基盤の強化に努める。
★人口１人当たり人件費・物件費等決算額
　 類似団体と比較して高くなっているのは、人件費については、市町合併により特別職給与等は減額となったが、各種委員会委員の報酬や臨時職員賃金の増などが主な要
因である。
　 また、物件費については、旧市町の施設（学校、文化施設等）を多く抱えているため、施設の維持管理経費などが嵩み、増加要因となっている。今後は、平成18年12月に
策定した行革大綱に基づき、定員の適正化（Ｈ26年度末までにＨ17年度対比で200人程度の職員を削減）と公的施設の民営化・民間委託等によるコスト削減を図る。

★ラスパイレス指数
　 平成17年4月1日の市町合併後、各市町間の給与水準の見直し・統合を図った結果、新市のラスパイレス指数は95.8と類似団体平均の96.8を若干下回る現状と
 なっており、今後とも引き続き適正化に努めていく。
★人口当たり地方債現在高
　 類似団体平均と比較して、市債残高は約1.7倍となっている。これまで 旧市町が取組んできた学校整備や道路整備などの多額の地方債残高を新市に引き継いで
 いるためであるが、今後も、新庁舎建設事業など大型プロジェクトを控えているため、普通建設事業の適切な取捨選択を行いながら市債発行の抑制を図り、財政の
 健全化を図る。
★実質公債費比率
　 平成17年度は、18％未満であるものの類似団体平均を2.2ポイント上回る結果となった。旧市町で発行した大型事業の地方債の元利償還が本格化したことが大きな
要因である。今後は、下水道事業の元利償還金に係る繰出金の増加などにより上昇の兆しが見られる。中長期的な視点でもって、銀行等引受債の新規発行の償還年
限を見直すなど、償還額の平準化を図り、実質公債費比率の急激な上昇を抑える。
★人口1,000人当たり職員数
　 平成17年4月に1市5町が合併した。この合併により1,000人を超える職員数を有し、類似団体と比べて200人程度多い状況にある。今後は、厳しい財政事情等を踏
 まえて、市の規模に見合った「簡素で効率的な組織体制」を念頭に置き、終了事業の整理や新規採用の極力抑制等を行いながら、職員数の抑制を図り、今後10年
 間で200人程度の職員を削減することを目標に掲げ、定員の適正化を推進する。


